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★事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）
【事業の内容】

【業務の流れ】

【主な予算費目】

(1)事務事業の振り返り・計画
①

②

⇒

ア

イ

(単位)

(2)成果指標･総事業費

の推移

ア

イ成果指標

単位
実績(決算) 実績(決算)目標(当初予算)実績(決算) 予定 見込目標(当初予算)

事 財

国庫支出金

都道府県支出金

地方債

その他

繰入金

一般財源

源
内

訳
業

費
（Ａ）事業費計

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

安全・安心に暮らせ
るまちづくりの推進

「こどもまんなか社会」
の構築

産業の共生による市経
済の持続的発展

（開始年度　　　　　　年度）
（　　　　　～　　　　年度）

市志合

③予算の主な増減の理由

データ取得方法

法令根拠

見込

(開始した背景・
きっかけ・今後の
状況変化・関係
者からの意見や
要望を含む)

成果指標

ウ

ウ

(3)評価の総括（成果向上の余地・事業費削減の余地）

(4)今後の事業の方向性

 4年度

99.28

85

1,740

1,740

 5年度

98.06

100

714

714

 6年度

99.7

45

11,519

11,519

 6年度

99.2

85

929

929

 7年度

99.7

45

394,060

4,648

398,708

 8年度

99.7

40

394,060

4,556

398,616

 9年度

99.7

40

394,060

4,556

398,616

10年度

0

0

394,060

4,556

398,616

(令和 6年度実績と令和 7年度計画) 令 和  7 年  9 月 1 2 日 更 新

給食費徴収事業

   3 教育の健幸 教育部 末永　舞

   9 義務教育の充実 学校教育課 吉岡　敏夫・渡辺　紀子

  33 食育の推進 学校給食班 5324

学校給食費口座振替事務取扱要綱
学校給食費口座振替に係る個人情報等取扱要領一般  10   6   3    11567

単年度のみ 単年度繰返 23
 6年度で終了  6年度から開始

期間限定複数年度

市内小中学校児童・生徒の学校給食費を口座振替等により徴収する。また、未納者に対しては文書による督促、電話催告等
の滞納整理等を行う。
令和4年度以降の学校給食費について、8年ぶりに改定を行った。（期別で小学校が4,300円→4,650円（年間3,850円増）、
中学校が4,800円→5,300円（年間5,500円増）

①4月に小学校新一年生及び転入生から口座振替依頼書を受領→全児童・生徒の進級進学に伴うクラス替え後の口座登録完了→金額の入力→収納代行業者へ口座振替
依頼
②5月より口座振替開始（4．5月分を5月に振替、翌年2月までの11ヶ月で徴収する）
※未納者については、文書による督促、電話催告、臨戸徴収等の滞納整理等を行う。
※入院等長期的に欠食する児童生徒については、学校長から提出される「学校給食（停止・開始）届出書」やアレルギーに伴う牛乳とパンの欠食児童一覧により年度
末に返金処理を行う。

時間外勤務手当、需用費、役務費、委託料、使用料及び賃借料

6年度事務事業の成果・実績
市内小中学校児童・生徒の学校給食費を口座振替等により徴収した。また、未納者に対しては文書による督促、電話催告等の滞納整理等を行
った。令和4年度に学校給食費徴収システムの改修を行った結果、令和5年度以降の徴収業務の軽減につながり、令和6年度においても一定の効
果を得ることができた。

7年度計画（次年度に計画している主な内容）
　市内小中学校児童・生徒の学校給食費を口座振替等により徴収する。また、未納者に対しては文
書による督促、電話催告、臨戸徴収等の滞納整理等を行う。学校給食費の公会計化へ向けた準備を
行う。
　国の学校給食費の完全無償化との動きとも連動し、スムーズな公会計への移行ができるように、
かつ手戻りがないように丁寧に検討をした上で、学校給食費徴収管理のシステム導入を行い、令和8
年度以降（様々なケースを想定し、場合によって9年度以降）の移行を予定する。

学校給食費の公会計化に向けた関連予算について、検討時期である
ため、役務費、委託料の減

収納率 ％

未納世帯数 世帯

％

世帯

給食費が不足することで児童・生徒に給食を提供できなくなったり、栄養価が不足することがないよう未納解消に取り組んだ。

廃止 縮小 事業のやり方改善 現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）


